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研究成果の概要（和文）：基礎に固定した副多層骨組構造，基礎上のローラ支承で支持された副

多層骨組構造およびこれらの副多層骨組構造の上部を結合する頂部結合副骨組からなる多層骨

組構造の固有振動特性、付加減衰特性および耐震性能を数値計算と模型振動試験で検討した。

軒高が同じ従来構造に比べて、提案構造の固有周期は 2 倍となり、効率的に大きな付加減衰が

得られことが判明した。また、地震時の応答加速度が約 1/2 に低減し、躯体の最大せん断力が

約 1/3 程度に減少することが予想された。 
 
研究成果の概要（英文）：Characteristics of natural mode, characteristics of additional 
damping and seismic performance of the proposed multistory rigid frame are investigated 
theoretically and experimentally. The proposed multistory rigid frame consists of fixed sub 
multistory rigid frame, horizontally movable sub multistory rigid frame and the top 
connection sub frame. By numerical analyses and vibration test by using a scale model, it 
was found that the fundamental natural period of the proposed frame is two times longer 
than that of the ordinary frame with the same number of stories and the fundamental 
damping constant can be effectively increased by the horizontal installation of viscous 
dampers. Furthermore, it was estimated that the maximum acceleration and the base 
shearing force of the proposed frame can decrease to at least one half of the maximum 
acceleration and one third of the base shearing force of the ordinary frame, respectively.        
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１．研究開始当初の背景 
 日本は地震国であり、地震災害時の避難
所・指令所となる公共施設や救急救命の拠点
病院あるいは情報ネットワークの要である
データセンターなどとして用いる中高層建
物では高い耐震性が要求される。近年は想定

を超える最大加速度の内陸断層型地震が多
発し、プレート境界型の首都直下地震やプレ
ート境界海溝型の東海・東南海・南海地震の
連動も高い確率で発生が予想されているの
で、経済的で高い耐震性を有す中高層建物へ
のニーズは高い。アイソレータを用いる免震
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図－2 基本固有振動モード 
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構造は，低層建物では経済的に高い耐震性を
実現できるが，中高層建物では建設費が高く
なる傾向がある。よって、従来の免震構造と
同程度の耐震性を有し、中高層建物に適用で
きる新しい耐震構造が求められている。 
 
２．研究の目的 
 地震動によって構造物に作用する地震力
の大きさは加速度・周期・継続時間などの地
震動の特性と構造物の水平固有周期・減衰定
数などの固有振動特性に関係するが、地震動
の周期特性を考慮して構造物の水平固有周
期と減衰定数を適切に設計することは、耐震
設計を経済的に行う上で重要である。建築基
準法施行令などの定める地震応答加速度ス
ペクトルでは、約 1 秒を超える周期領域にお
いて、固有周期の増加と共に応答加速度は急
激に減少する。 

軒高 40m～60m の建築物の固有周期は 0.8
から 1.2 秒であり、この程度の軒高の建物の
固有周期を倍の長さにすることができれば、
その地震応答加速度は従来の建物のそれの
約 1/2 に低下すると考えられる。ただし、地
震応答では基本固有振動モードの応答が卓
越すると仮定する。さらに、減衰装置等によ
って経済的に大きな例えば 10%を超える付
加減衰を与えることができれば応答加速度
はさらに減少し、応答加速度は従来の建物の
約 1/4 に低減すると考えられる。 
 本研究では、従来の中高層建物は主に梁・
柱からなる骨組構造で地震力に抵抗し、耐震
設計に必要な固有振動特性は層間変形特性 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を考慮した多層せん断振動モデルで算出さ
れることに着目した。すなわち、多層せん断
振動モデルの基本固有周期は主に層数と層
間固有振動数（層間せん断ばね定数と階層質
量の比の平方根）で決まるので、層間固有振
動数を同程度にして、階数を変えずに層数を
2 倍とすれば固有周期が 2 倍となることに着
目した。本研究では、多層骨組構造の構成と
それの支持形式を工夫することによって、固
有周期に関わる層数を 2 倍とすることにより
基本固有周期を 2 倍に伸張させ、且つ減衰装
置の設置による減衰の付与に有利な固有振
動モードを発現させることを試みる。 
 
３．研究の方法 
 図－1 に提案の多層骨組構造を示す。提案
構造は，下端を基礎に固定した 2 個の副多層
骨組（以後，固定側副骨組と略す）と下端を
基礎上のローラ支承で鉛直方向固定・水平方
向可動になるように支持した副多層骨組（以
後，可動側副骨組と略す）および 3 個の副多
層骨組の上部を結合する頂部結合副骨組で
構成される．また，固定側副骨組，可動側副
骨組および頂部結合副骨組は主に梁と柱で
構成される．提案構造は 4 つの副骨組が一体
となって振動し、可動側副骨組はその上部を
2 個の可動側副骨組で水平方向に支えられて
いるため、固有周期に関係する層数は固定側
副骨組と可動側副骨組のそれぞれの層数の
和と考えられる。これより、図－1 に示す提
案構造の基本周期は従来構造より長くなる
と予想される。 
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図－1 提案の多層骨組構造 
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図－2 は提案構造の基本固有振動モードの

形状の一例である。可動側副骨組は下側から
上側に向かって徐々に水平変位が大きくな
り、逆に可動側副構造は上側から下側へ向か
って水平変位が徐々に大きくなる形状の振
動モードが予想された。これは固定側副構造
と可動側副構造の間の相対水平変位が上下
の梁の相対変位に比べて大きいことを示す。 

これより，図－3 に示すように粘性減衰装
置を用いて可動側副骨組と固定側副骨組を
水平方向に連結することによって効率的に
付加減衰を付与できると考えられた。 

本研究では、提案構造の固有振動特性と付
加減衰特性を固有値解析と複素固有値解析
で予想し、その妥当性を模型振動試験で定量
的に検証した。また、提案構造の地震時応答
を弾性地震応答解析で予想し、その妥当性を
地震波模型振動台試験で検証した。 
 
４．研究成果 
(1)固有振動特性 
 軒高 38.5 m・階数 11 の提案の多層骨組構
造について固有値解析によって試算した、可
動側副骨組の質量 M と多層骨組構造の全質
量 T の比（ M T  ）と基本固有周期の関係
を図－4 に示す。建築基準法施行令を参考に
すると鉄骨造・軒高 38.5m の従来建物の固有
周期は T=0.03H=1.16 秒となるので、階数 11
の従来の多層骨組構造の層固有円振動数（階
層質量とせん断ばね定数の比の平方根）を
39.7rad/s と仮定し、提案構造の固定側および
可動側副骨組構造の層固有振動数はそれの
0.9 倍の 35.5rad/s と仮定した。図より質量比 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
が 0.4 以上であれば基本固有周期は従来構造
のそれの 2 倍以上になると予想された。ただ
し、2 次固有周期が従来構造の基本固有周期
と同程度となるので、2 次以降の固有振動モ
ードの地震応答への寄与が問題になると予
想された。 
 
(2)付加減衰特性 
 図－5 は複素固有値解析によって予想した
図－3 の粘性減衰装置の配置による付加減衰
定数と装置の粘性減衰係数の関係である。提
案構造の総質量と質量比はそれぞれ 6000 ton
と 0.46 と仮定した。また図には従来構造に上
下層の相対水平速度を利用する層間粘性減
衰装置を配置する場合の付加減衰定数と装
置の粘性減衰係数の関係も示す。提案構造と
従来構造の付加減衰を比較すると、提案構造
では従来構造の 1/100 の性能の減衰装置によ
り同程度の付加減衰を得られる可能性があ
ると予想された。また、提案構造の 2 次モー
ドの付加減衰も基本モードのそれと同程度
であると予想された。 

図－3 粘性減衰装置の配置 

Dampers:  

F
ix

ed
 s

u
b

 m
u

lt
is

to
ry

 r
ig

id
 f

ra
m

e 

F
ix

ed
 s

u
b

 m
u

lt
is

to
ry

 r
ig

id
 f

ra
m

e 

M
o

va
b

le
 s

u
b

 m
u

lt
is

to
ry

 r
ig

id
 f

ra
m

e 
0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 

Pe
rio

d 
(s

ec
.)

Mass ratio, αM / αT

T1,ordinary=1.16sec.

Ordinary, first
First
Second

図－4 基本固有周期と質量比 

0%

1%

10%

100%

10 100 1,000 10,000

D
am

pi
ng

  r
at

io

Viscous damping coefficient (kNs/m)

Proposed building
Ordinary building

図－5 一次モードの付加減衰定数

0.46M T  

First mode

Second mode 

6000 tonT 



 

 

写真－1 振動模型の外観 
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図－7 減衰装置有模型の自由振動特性

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 5 10 15 20 

Pe
rio

d,
 T

(s
ec

.)

D
am

pi
ng

 c
on

st
an

t, 
ζ

Amplitude, a (mm)

Damping test Period test

0 e    

1 0.796sdT 

(Beam on the roller bearings) 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0 5 10 15 20 

Pe
rio

d,
 T

(s
ec

.)

D
am

pi
ng

 c
on

st
an

t, 
ζ

Amplitude, a (mm)

Damping test Period test

0 e 

1 0.808sT 

図－6 減衰装置無模型の自由振動特性 

(Beam on the roller bearings) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)振動模型 
 写真－1 に振動模型の外観を示す。模型の
階数、軒高、振動方向の長さ、振動直角方向
の幅はそれぞれ 16 階、1.47m、1.0m および
0.4m である。総質量、可動側副骨組の質量お
よび質量比はそれぞれ 130kg、48.0kg、0.369
である。固定側副骨組の階層質量とせん断ば
ね定数および層固有振動数はそれぞれ 2.5kg、
56.5kN/m、4.75rad/s であり、可動側副骨組の
それらはそれぞれ 3.2kg、56.5kN/m、4.20rad/s
であった。なお、実測されたローラ支承の動
摩擦係数は 0.0012 である。粘性減衰装置の実
測された減衰係数は 15.0Ns/m である。 
  
(4)自由振動試験 
 図－6 と図－7 はそれぞれ減衰装置を付け
ない場合と付ける場合の自由振動試験で得
られた固有周期と減衰定数の比較である。図
には複素固有値で予測した減衰系固有周期
と減衰定数の予測値を示す。減衰定数は、模
型の構造減衰 0 、粘性減衰装置による付加減
衰  およびローラの転がり摩擦減衰を評価
するための等価粘性減衰 e を考慮した。固有
周期と減衰定数はともに予測値は実験値に
良い対応を示していることが確認される。以
上より、提案構造は図－4 で予想した固有振
動特性と図－5 で予想した付加減衰特性を発
現できることが確認された。 
 
(5) 共振振動台試験 
 図－8 は共振曲線の一例である。減衰装置
の有無で比較すると、減衰装置の設置によっ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
て共振振幅が著しく減少することが確認さ
れる。ただし、減衰装置が無い場合は理論曲
線との差が大きかった。これは振動台の加振 

0

5

10

15

20

25

30

35

0.5 1.0 1.5 2.0 

A
m

pl
itu

de
 (m

m
)

Frequency (Hz)

Test Test
Analysis Analysis

without damper with damper

図－8 模型の共振曲線 
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周波数に高次成分が混入していたためであ
る。この高次成分の除去はできなかった。図
より、減衰装置の設置によって高い制振性能
が付与できることが定性的に確認された。 
 
(6)地震波振動台試験 
 実規模構造の地震弾性応答解析すなわち
数値実験に用いる解析プログラムと解析モ
デルの妥当性を検証するために、地震波振動
台試験による模型の変位応答と数値実験の
変位応答を比較した。応答の比較はエルセン
トル地震、タフト地震および八戸地震のそれ
ぞれ NS 成分と EW 成分の合計６の地震波に
ついて行った。図－9 はエルセントル地震(NS 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
方向)による変位応答の一例である。数値実験
の変位応答は振動台試験のそれと、振幅と位
相の両面で良い対応を示した。他の地震波に
ついても同様であった。これより、数値実験
で用いる解析プログラムと解析モデルは実
構造の地震応答を予測できると考えられた。 
地震波振動台試験において、減衰装置が無

い場合と減衰装置が有る場合の変位応答の
比較から、減衰装置による変位応答の低減は
定性的に確認できた。しかし、振動台に入力
した加速度記録と振動台が出力した加速度
記録のフーリエスペクトルを比較した結果、
振動台の地震波の再現が十分でないことが
判明した。よって、減衰装置の効果について

図－9 振動模型のエルセントル地震(NS)の地震応答の比較
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図－11 弾性地震応答解析によるベースシア係数の比較 

図－10 弾性地震応答解析による最大加速度の比較 
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は再実験が必要と考えられたが、振動模型の
振動可能量の制約から振動台の応答関数の
キャリブレーションはできなかった。 
 
(7)弾性地震応答解析 
 軒高 38.5 m・階数 11 の提案の多層骨組構
造と同条件の従来の多層骨組構造について
弾性応答解析を行い、二つの構造の加速度応
答と変位応答および基部のせん断力を比較
した。提案構造は減衰装置を設置しない場合
とする場合の 2 ケースを解析した。提案構造
と従来構造の構造減衰は 2%とした。提案構
造の減衰装置による付加減衰定数は 20%と
した。地震波は前述の 6 ケースとし、最大加
速度は 300gal に調整した。 
図－10 は最大加速度の比較である。減衰装

置を設置しない場合は従来構造に比べて
80%～40%程度に最大加速度が減少し、減衰
装置を設置すると 50%～20%程度に減少する
と予想される。また、減衰装置を設置する提
案構造の最大加速度は地震波の最大加速度
と同程度になると予想される。 
図－11 は躯体下部のベースシア係数の比

較である。減衰装置を設置しない場合は従来
構造と 100%～30%程度に減少すると予想さ
れる。減衰装置を設置すると 30%～20%程度
に減少すると予想される。 
 
(8)結論 
 提案構造は従来構造に比べて固有周期が
約 2 倍に長くなり、減衰装置の設置により大
きな付加減衰が付与されることが、固有値解
析と模型振動試験で確認された。また、地震
波振動台試験により妥当性が確認された解
析プログラムと解析モデルを用いた数値実
験により、代表的な三つの地震に対して、提
案構造の最大加速度は少なくとも従来構造
の約 50%に減少し、ベースシア係数は少なく
とも約 30%に低減すると予想される。よって、
提案構造は従来構造に比べて高い耐震性能
を有する可能性があると考えられる。 
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